
 
 
 
 
 

地方からの提案個票 
＜各府省第１次回答まで＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
通番 ヒアリング事項 個票のページ 

５５ 
産業集積の形成又は産業集積の活性化に関する基本的な計画に係る国の同

意協議の見直し（7 件） 
１～１４ 

５６ 
緑地面積率等に係る地域準則についての条例制定権限の町村への移譲（3

件） 
１５～２０ 

５７ 工場立地法の緑地面積に係る規制緩和（1 件） ２１～２３ 

３５ 地域限定通訳案内士の育成・確保に係る事務の都道府県への移譲（1 件） ２４～２５ 

２ 都市計画の軽易な変更の見直し（2 件） ２６～２９ 

１ 
一部に国県道を含んで都市計画決定された市町村道に係る変更権限の市町

村への移譲（1 件） 
３０～３１ 

４２ 町村の都市計画に係る都道府県同意の廃止（2 件） ３２～３５ 

３ 開発許可の技術的細目に係る条例の自由度の拡大（1 件） ３６～３７ 

４１ 開発行為の許可権限の希望する市への移譲（3 件） ３８～４３ 

 

CO703341
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（ヒアリングを行わない事項分） 

 

通番 提案事項 個票のページ 

２８ 指定区間内一級河川の河川現況台帳調製権限の都道府県への移譲（1 件） ４４～４５ 

２９ 電気自動車の充電インフラ整備に係る道路占用許可基準の緩和（1 件） ４６～４７ 

５ 都市公園の占用期間の条例委任（1 件） ４８～４９ 

３１ 
備蓄（防災）倉庫に係る建築確認等の規制緩和（2 件） 

※2 件中 1 件は、ヒアリング実施済。 
５０～５２ 

３３ 市町村営ほ場整備の換地計画に係る都道府県認可の廃止（1 件） ５３～５４ 

２６ 災害応急住宅に係る規制緩和（2 件） ５５～６０ 

６ 保育士修学資金貸付事業の貸付対象者の住所要件撤廃（1 件） ６１～６２ 

９ 保育料の軽減制度に係る兄弟姉妹の同時入所要件の廃止（1 件） ６３～６４ 

１１ 産後ケア事業に対する補助条件の見直し（2 件） ６５～６８ 

１９ 鳥獣狩猟免許の有効期間の延長（2 件） ６９～７２ 

２０ 一般廃棄物収集運搬業の許可期間の延長（1 件） ７３～７４ 

５２ 浄化槽設置届出権限の市等への移譲（2 件） ７５～７８ 

 



経済産業省　第１次回答

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

地域産業活性化協議会の関係法令に関わる地方支分部局への意見聴取、協議内容の報告等による事務

の迅速化

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【支障事例】

国との協議や意見の調整に時間を要し、迅速な企業立地の支障となっている。

【制度改正の必要性】

地域の特性・強みを活かした企業立地を通じて地域産業の活性化を目指す法律の考え方によれば、都道府

県と市町村等が協議して策定する「基本計画」に国の同意を義務付ける必要はない。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る国の同意協

議の見直し

提案団体 愛知県

管理番号 45

根拠法令等

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律

第5条 第1項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

通番：55
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回答区分 C　対応不可

　企業立地促進法第5条に基づく同意は、企業立地に関係する国の他の政策等との整合等を事前に確認す

ることで、基本計画に基づく地方自治体等の取組やそれらに対する国の支援が円滑に実施されるよう配慮

するためのものである。また、企業立地促進法では、国の同意を得た基本計画に従って行われる地方自治

体等の企業立地促進に向けた取組に対して、工場立地法の特例措置、低利融資、施設整備補助等を講じて

おり、国として財政上等の措置を実施していくため、国の確認が不可欠であり、現行規定を維持することが必

要。

各府省からの第１次回答
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経済産業省　第１次回答

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律の規定による、基本計画

に係る国の協議、同意の廃止

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

策定から国との協議や意見の調整、同意までに６か月かかるなど時間を要し、迅速な企業立地の支障となっ

ている。

地域の特性・強みを生かした企業立地を通じて地域産業の活性化を目指すという法の考え方によれば、都

道府県と市町村等が協議して策定する「基本計画」に国の同意を義務付ける必要はない。

国の同意が不要となれば、より迅速に企業立地計画・事業高度化計画の認定が可能となり、基本計画の同

意まで企業の投資にストップをかけることがなくなる。

都道府県が定める基本計画に係る国の協議、同意を廃止すべき。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る国の同意協

議の見直し

提案団体 鳥取県、大阪府、徳島県

管理番号 173

根拠法令等

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第５条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

通番：55
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回答区分 C　対応不可

　企業立地促進法第5条に基づく同意は、企業立地に関係する国の他の政策等との整合等を事前に確認す

ることで、基本計画に基づく地方自治体等の取組やそれらに対する国の支援が円滑に実施されるよう配慮

するためのものである。また、企業立地促進法では、国の同意を得た基本計画に従って行われる地方自治

体等の企業立地促進に向けた取組に対して、工場立地法の特例措置、低利融資、施設整備補助等を講じて

おり、国として財政上等の措置を実施していくため、国の確認が不可欠であり、現行規定を維持することが必

要。

各府省からの第１次回答
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経済産業省　第１次回答

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

法第5条第2項第8号及び第9号に係る部分について、同意協議ではなく事後報告または届出とすること。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【支障】企業立地促進法第５条及び第６条に基づく「基本計画の主務大臣への同意協議」については、これま

でに協議の迅速化を図るため、提出書類の簡素化が行われたが、現状においても、基本計画の同意を得る

ための主務大臣と他省庁間の事前協議に時間を要しており、地域産業活性化協議会での協議期間を含め

ると、承認までに６か月程度を要する事例がある。初期投資を抑制しようとする企業は、同法に基づく低利子

融資等の優遇策の活用の適否が不明なため、法に基づく基本計画が同意（計画の変更を含む）されるまで

の間工事着工が出来ず、場合によっては投資計画そのものを見直す必要が生じるなど、長期の協議期間が

企業の円滑な事業推進に大きな支障を生じている。特に近年、設備投資を決定してから実行に移すまでの

スパンが短い企業が多く、平成２５年度には、法に基づく低利子融資活用決定までに数か月を要することが

ネックとなり、活用を断念した事例もあり、法の目的と実務が乖離している。一連の手続きに時間を要する主

な理由のひとつとして、関係省庁との事前協議に多くの時間を要していることが挙げられる。この点について

は、事前に関係省庁の審査項目を県に示すことにより、事前協議段階で県内部や市町村等関係団体との協

議を進めることが可能となり、協議の迅速化に繋がる。

【必要性】関係法令との整合性については、県がその責任において、関係部局との連携を図りながら確認す

ることとし、主務大臣、特に経済産業省以外の関係大臣との同意協議については事後報告又は届出とする

必要がある。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る国の同意協

議の見直し

提案団体 九州地方知事会

管理番号 370

根拠法令等

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成および活性化に関する法律

第5条及び第6条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

通番：55
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回答区分 C　対応不可

　企業立地促進法第5条に基づく同意（同法第６条に基づく基本計画の変更に係る同意を含む。）は、企業立

地に関係する国の他の政策等との整合等を事前に確認することで、基本計画に基づく地方自治体等の取組

やそれらに対する国の支援が円滑に実施されるよう配慮するためのものである。また、企業立地促進法で

は、国の同意を得た基本計画に従って行われる地方自治体等の企業立地促進に向けた取組に対して、工場

立地法の特例措置、低利融資、施設整備補助等を講じており、国として財政上等の措置を実施していくた

め、国の確認が不可欠であり、現行規定を維持することが必要。

各府省からの第１次回答
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経済産業省　第１次回答

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

・企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律（以後　企業立地促進

法）の第５条２項１号、６号、８号に関する主務大臣との協議及びその同意について廃止し、２項７号、９号に

ついては事後報告・届出・通知などとすべき。    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

企業立地促進法第５条２項の各号の内容について、同法第５条１項に規定されている主務大臣との協議及

び同意に、およそ一ヶ月程度の時間を要するため、経済状況に適応した迅速な基本計画の策定の支障と

なっている。

協議会で承認を得ている計画の策定やその変更に対しての事務が煩雑で、時間がかかっている。

法第５条規定による計画の策定や法第６条の変更の場合、協議及び同意に向けての段取りとして、まず協

議会での承認、県警への法定協議が行われ、関東経済産業局へ事前に案(変更案)を提出。次に案(変更案)

に基づき本省協議が行われ、関係各省の事前協議を経て、ようやく正式な変更協議書の提出が可能とな

る。そこから更に法定協議を経て同意となるが、国から聞いたところ、主務大臣の同意タイミングが月1回程

度とのことであり、これでは、タイムリーな計画策定や変更の支障となる。

直近の事例では、法第６条の変更についてであるが、平成２６年３月に協議会の承認を得たにもかかわら

ず、定められた国との協議を経たことにより、正式な協議書の提出が平成２６年７月になっており、主務大臣

の同意は平成２６年８月の予定である。この変更内容は、基本計画の中から、市の財団が行っている事業が

廃止になったため、計画の記述から削除するものであるが、その程度の変更に半年近くの時間を費やし、協

議会の会員である各市町の長の印を集め、さらに関係省庁数分の大臣の同意を得る必要がある。

地方が定め、地方が行う計画であるにもかかわらず、このように主務大臣との協議及び同意を得ることが経

済状況に適応した迅速な対応の支障となっている。そのため、協議及び同意を廃止し事後報告・届出・通知

等で対応することで良しとすべきである。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る国の同意協

議の見直し

提案団体 神奈川県

管理番号 474

根拠法令等

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第5条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

通番：55
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回答区分 C　対応不可

　企業立地促進法第5条に基づく同意は、企業立地に関係する国の他の政策等との整合等を事前に確認す

ることで、基本計画に基づく地方自治体等の取組やそれらに対する国の支援が円滑に実施されるよう配慮

するためのものである。また、企業立地促進法では、国の同意を得た基本計画に従って行われる地方自治

体等の企業立地促進に向けた取組に対して、工場立地法の特例措置、低利融資、施設整備補助等を講じて

おり、国として財政上等の措置を実施していくため、国の確認が不可欠であり、現行規定を維持することが必

要。

各府省からの第１次回答
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経済産業省　第１次回答

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

企業立地促進に関する権限について、同法第5条において都道府県が作成することとされている産業集積に

関する基本計画に係る国の同意手続を廃止、簡素化する

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

計画を策定後、国の各関係省庁における同意の手続に相当の期間（3ヶ月程度）がかかっており、立地企業

の産業活動をその間待っていただくなどの支障が生じているところ。

なお、義務付け・枠付けの第４次見直しにおいて提出書類の簡素化が行われたが、本手続きにより地域の

強みを活かしたスピード感のある産業の発展を阻害することのないよう、国への事前届出とする等、手続期

間を短縮することを求めるもの。

また、地方分権改革推進委員会第3次勧告においては、同意を要する協議が許容される場合として、「法制

度上当然に、国の税制・財政上の特性措置が講じられる計画を策定する場合」が示されているが、本法に基

づく国税上の課税の特例、国から補助金（人材育成に関するもの）は平成26年4月から廃止されていることか

ら、国の関与を少なくすることを求めるものであり、国関係機関による確認の機会は、事前届出により担保で

きると考えている。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る国の同意協

議の見直し

提案団体 京都府、大阪府、鳥取県

管理番号 593

根拠法令等

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第５条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

通番：55
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回答区分 C　対応不可

　企業立地促進法第5条に基づく同意は、企業立地に関係する国の他の政策等との整合等を事前に確認す

ることで、基本計画に基づく地方自治体等の取組やそれらに対する国の支援が円滑に実施されるよう配慮

するためのものである。また、企業立地促進法では、国の同意を得た基本計画に従って行われる地方自治

体等の企業立地促進に向けた取組に対して、工場立地法の特例措置、低利融資、施設整備補助等を講じて

おり、国として財政上等の措置を実施していくため、国の確認が不可欠であり、現行規定を維持することが必

要。

各府省からの第１次回答
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経済産業省　第１次回答

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

現行、都道府県と市町村が共同して基本計画を策定することとなっているが、「市町村のみで策定」できるこ

ととすること

基本計画の対象地区が一つの都道府県内に留まる場合(全域にわたる場合を除く)には、法第5条第1項に定

める「主務大臣への協議(同意)」は、「知事への協議(同意)及び国への報告」でよいとすること。　

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【現行】

同法に基づく同意を得るには、必ず都道府県と市町村が共同して基本計画を策定し、関係省庁へ協議を行

うこととなっている。

【支障事例】

現在、対象エリアが一つの市町村内に留まる場合など、必ずしも都道府県と市町村が共同して計画を策定

する必要がない場合にも、共同策定が義務付けられているため、国提出の前段階において都道府県と市町

村の間とで共同策定のための事前調整を実施している。事前調整には、地域産業活性化協議会の開催も含

め、概ね６ヶ月の期間を要している。（県の大規模プロジェクトにより企業集積を推進している地区など、必要

であれば共同策定するので、一律の義務付けは必要ない）

また、関係省庁が複数に渡るため、事前協議（調整）等に時間を要し、同意までに2～3月間の時間がかか

る。

【制度改正の必要性】

基本計画は、国の定める基本方針に基づき、地元の産業関係機関で構成する地域産業活性化協議会(法第

7条)における協議を経て策定されるものであるため、この手続に沿う限り、市町村主体の計画策定も認める

べきである。また、基本計画の対象地区が都道府県内に留まる限り、国の同意を得ることを義務付ける必要

はない。

なお、課税の特例、農地法等の処分に係る配慮等を行うに当たって国が支援対象の取組を把握し、支援を

行う妥当性等の判断を可能にするためには、国への事前調整等の実施や、国において事前に必要な確認

事項を示し、それを受けて都道府県が確認することで足りる。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画の策定主体及び大

臣協議の見直し

提案団体 兵庫県、大阪府、鳥取県、徳島県

管理番号 807

根拠法令等

企業立地促進法第５条第１項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

通番：55
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回答区分 C　対応不可

　企業立地促進法第5条に基づく同意は、企業立地に関係する国の他の政策等との整合等を事前に確認す

ることで、基本計画に基づく地方自治体等の取組やそれらに対する国の支援が円滑に実施されるよう配慮

するためのものである。また、企業立地促進法では、国の同意を得た基本計画に従って行われる地方自治

体等の企業立地促進に向けた取組に対して、工場立地法の特例措置、低利融資、施設整備補助等を講じて

おり、国として財政上等の措置を実施していくため、国の確認が不可欠であり、現行規定を維持することが必

要。

各府省からの第１次回答
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経済産業省　第１次回答

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律の規定による、基本計画

に係る国の協議、同意の廃止

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

都道府県が定める基本計画に係る国の協議、同意を廃止すべき。

国との協議や意見の調整に6か月かかるなど時間を要し、迅速な企業立地の支障となっている。

地域の特性・強みを生かした企業立地を通じて地域産業の活性化を目指すという法の考え方によれば、都

道府県と市町村等が協議して策定する「基本計画」に国の同意を義務付ける必要はない。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る国の同意協

議の見直し

提案団体 中国地方知事会

管理番号 962

根拠法令等

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第５条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

通番：55
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回答区分 C　対応不可

　企業立地促進法第5条に基づく同意は、企業立地に関係する国の他の政策等との整合等を事前に確認す

ることで、基本計画に基づく地方自治体等の取組やそれらに対する国の支援が円滑に実施されるよう配慮

するためのものである。また、企業立地促進法では、国の同意を得た基本計画に従って行われる地方自治

体等の企業立地促進に向けた取組に対して、工場立地法の特例措置、低利融資、施設整備補助等を講じて

おり、国として財政上等の措置を実施していくため、国の確認が不可欠であり、現行規定を維持することが必

要。

各府省からの第１次回答
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経済産業省　第１次回答

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る地域準則の条例制定主体への「町村」の追加を行う。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【制度改正要望の経緯・必要性】

工場立地法上の特定工場の新設等の届出に係る基準面積の条例制定については，工場立地法第４条の２

第１項により都道府県が，第２項により基礎自治体である政令指定都市，市は行うことが可能であるが，町

村については，法令上，権限がない。

市までは移譲済みであるところ，町村だけを除外する理由に乏しい。また町村の判断による条件の緩和によ

り企業誘致につながるメリットもある。

なお，工場立地法の規定により，緑地面積率等に係る地域準則の策定の事務は，「都道府県の条例で定め

ることとされている事務」であるため，特例条例による町村への移譲はできない（県の条例でのみ定めること

ができる事務）。

【具体的支障事例】

本県では企業立地促進法の集積区域以外の区域や住宅地や学校のまわりに工場立地法の特定工場が立

地している町村もあり、企業立地促進法による特例も適用できず、町村独自の企業誘致等の取組に支障が

ある状況である。

【課題の解消策】

このため、工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る地域準則の条例制定主体への「町村」の追加を求

める。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る地域準則の条例制定権限の町村への移譲

提案団体 広島県

管理番号 366

根拠法令等

工場立地法第４条の２

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

通番：56
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回答区分 C　対応不可

工場立地法の権限移譲については、平成２２年に閣議決定された「地域主権戦略大綱」に基づく「地域の自

主性及び自立政を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（２次一括法）にお

いて、市まで権限を移譲する改正を行ってきたところである。「町村」については、行政規模、行政コスト、行

政効率等の観点から、工場立地法上、権限を移譲することは適切ではなく、従って、本提案について対応す

ることはできない。

各府省からの第１次回答
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経済産業省　第１次回答

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

工場立地法に規定する緑地面積率等の規制緩和に関する地域準則の制定権限を、都道府県から希望する

町村に移譲する。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【支障事例】当町に唯一存在する工業団地「新潟東港工業地帯」は概ね分譲済みであり、隣接地に事業用地

を求めることが困難な状況。今後同工業団地において更なる事業拡大を望む特定工場に対する行政側の支

援策としては、緑地面積率の緩和による支援が考えられるが、工場立地法の地域準則制定に係る事務権限

は都道府県が有しているため、町村における準則制定はできない。

緑地面積率については、企業立地促進法第10 条の規定により特例措置を実施する手法もあるが、同法の

実施要領においては、第10 条に規定する工場立地法の特例措置が実施された場合、相当程度の効果が見

込まれるものとされている。しかし、今後同工業団地の拡張計画はないため、今後見込まれる投資は、既立

地企業の同一敷地内での事業拡大に伴う設備投資が主となることが想定でき、相当程度の企業立地や雇

用拡大を伴うものではないと考える。以上のことから、同工業団地を企業立地基本計画上の重点促進区域

に指定し、緑地面積率の緩和を図ることは不適当であると考える。

【制度の必要性】今後の産業振興・企業立地支援施策として工場立地法の緑地面積率等に関する特例を実

施する際は、企業立地促進法よりも、環境保全を図りつつ適正に工場立地が行われるようにすることを目的

とする工場立地法の主旨のもと、工場立地法における地域準則の制定による特例措置を行うことが適当と

考える。

また、移譲が実現した際には、環境保全を図りつつ周囲の環境と調和の取れる範囲で積極的な企業支援施

策を図ることで、より地域の自主性を発揮することができる。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る地域準則の条例制定権限の希望町村への移譲

提案団体 聖籠町

管理番号 715

根拠法令等

工場立地法第4条の2

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

通番：56
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回答区分 C　対応不可

工場立地法の権限移譲については、平成２２年に閣議決定された「地域主権戦略大綱」に基づく「地域の自

主性及び自立政を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（２次一括法）にお

いて、市まで権限を移譲する改正を行ってきたところである。「町村」については、行政規模、行政コスト、行

政効率等の観点から、工場立地法上、権限を移譲することは適切ではなく、従って、本提案について対応す

ることはできない。

各府省からの第１次回答
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経済産業省　第１次回答

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る地域準則の条例制定主体への「町村」の追加を行う。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【制度改正要望の経緯・必要性】

工場立地法上の特定工場の新設等の届出に係る基準面積の条例制定については，工場立地法第４条の２

第１項により都道府県が，第２項により基礎自治体である政令指定都市，市は行うことが可能であるが，町

村については，法令上，権限がない。

市までは移譲済みであるところ，町村だけを除外する理由に乏しい。また町村の判断による条件の緩和によ

り企業誘致につながるメリットもある。

なお，工場立地法の規定により，緑地面積率等に係る地域準則の策定の事務は，「都道府県の条例で定め

ることとされている事務」であるため，特例条例による町村への移譲はできない（県の条例でのみ定めること

ができる事務）。

【具体的支障事例】

本県では企業立地促進法の集積区域以外の区域や住宅地や学校のまわりに工場立地法の特定工場が立

地している町村もあり、企業立地促進法による特例も適用できず、町村独自の企業誘致等の取組に支障が

ある状況である。

【課題の解消策】

このため、工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る地域準則の条例制定主体への「町村」の追加を求

める。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る地域準則の条例制定権限の町村への移譲

提案団体 中国地方知事会

管理番号 963

根拠法令等

工場立地法第４条の２

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

通番：56
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回答区分 C　対応不可

工場立地法の権限移譲については、平成２２年に閣議決定された「地域主権戦略大綱」に基づく「地域の自

主性及び自立政を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（２次一括法）にお

いて、市まで権限を移譲する改正を行ってきたところである。「町村」については、行政規模、行政コスト、行

政効率等の観点から、工場立地法上、権限を移譲することは適切ではなく、従って、本提案について対応す

ることはできない。

各府省からの第１次回答
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